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決
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固
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伴
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決
算
審
査
に
あ
た
っ
て
は
、
予
算
執
行
の

結
果
や
行
政
効
果
を
客
観
的
に
検
証
し
、
今

後
の
予
算
編
成
や
財
政
運
営
に
活
か
さ
れ
る

よ
う
審
査
を
行
い
ま
し
た
。

採
決
の
結
果

議
第
65
号
は
「
可
決
お
よ
び
認
定
す
べ
き

も
の
」、
そ
の
他
8
議
案
に
つ
い
て
は
「
認

定
す
べ
き
も
の
」
と
決
定
し
ま
し
た
。
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決 算
特別委員会

委員長 廣部 真造

■ 歳入歳出決算の状況
会　計 年　度 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額

一 般 会 計 令和4年度 322億 6086万 314億 8737万 7億 7349万
令和3年度 321億 5625万 312億 6275万 8億 9350万

特 別 会 計 令和4年度 122億 5081万 120億 6532万 1億 8549万
令和3年度 123億 7271万 122億 943万 1億 6328万

事 業 会 計
（収益的収支のみ記載）

水 道 令和4年度 11億 51万 10億 2968万 7083万
令和3年度 11億 5200万 10億 4947万 1億 253万

下 水 道 令和4年度 24億 9618万 24億 9934万 △ 316万
令和3年度 25億 8631万 25億 9585万 △ 954万

病 院 令和4年度 60億 2428万 55億 1114万 5億 1314万
令和3年度 59億 2108万 54億 5660万 4億 6448万

介護老人保健施設
（陽光の里）

令和4年度 4億 8382万 4億 8932万 △ 550万
令和3年度 4億 7040万 4億 8405万 △ 1365万

■ 健全化判断比率の状況
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 県内市町平均（令和3年度） 早期健全化基準

実質赤字比率
（一般会計を中心とした赤字の割合） 赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし 12.63％

連結実質赤字比率
（全ての会計の赤字の割合）

赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし 17.63％

実質公債費比率
（年間の借金返済額の割合） 9.3％ 9.5％ 9.6％ 8.7％ 5.1％ 25.0％

将来負担比率
（将来負担が見込まれる負債の割合） 22.6％ 15.0％ 1.3％ － － 350.0％

◆健全化判断比率とは
自治体の財政状況を早期に把握し、破たんを防ぐことをねらいとして制定されたものです。
※この基準を超えると、財政再建のための計画をつくり、立て直しに取り組む必要があります。
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